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令和５年1２月４日
橋梁技術発表会

少子高齢化社会に向けて

これから準備すべきこと

１．はじめに

２．公共事業等の推移

３．日本の人口推移

４．少子高齢化にむけて
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１．はじめに

（「復興」ではなく「復旧」事業の紹介･･･国道45号）
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国道45号 復旧道路(主に宮城県内の橋梁)

①天王橋 ②小泉大橋

③歌津大橋④志津川地区

・港川橋
・二十一浜橋

大沢第二橋

沖ノ田橋

(水尻・八幡)
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石巻市

南三陸町
気仙沼市



天王橋の復旧（新設橋と旧橋撤去） 石巻市

5
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天王橋（桁降下前）
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天王橋（両岸の小学生がつくる横断幕）
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（旧）天王橋の撤去
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小泉大橋（気仙沼市本吉町）
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小泉大橋（A２側）
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小泉大橋（A1側から上部工竣工状況）
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小泉大橋（気仙沼市本吉町）

２０２３．１１．１３撮影

歌津大橋（南三陸町歌津町伊里前）
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歌津大橋（橋銘板の取り付けイベント）
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歌津大橋（南三陸町歌津町伊里前）

２０２３．１１．１３撮影



津波を受けた南三陸町志津川のまち

17２０１１．３．２８撮影
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現在の南三陸町志津川

18２０２３．７．２５撮影
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○道路関係直轄予算の推移（東北地整）

・復興事業10年の成果

○道路関係直轄予算の推移（全国）

○公共関係事業費の推移（政府全体）

○令和5年度の公共関係事業費の内訳

○日本の財政事情

２．公共事業の推移



■ 東日本大震災以降、道路関係予算は復興関係予算と合せ３，０００億円前後で推移

■ 復興関係予算により、復興道路・復興支援道路を重点的に整備

■復興期間終了後、道路関係予算は震災前と同等１，５００億円弱で推移
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東北の直轄道路予算推移（当初）

復興

緊急対策

通常

（億円）
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道路関係直轄予算の推移（東北地方整備局）

「復興への提言～悲惨のなかの希望～」

太平洋沿岸軸（三陸縦貫道等）の緊急整

備、太平洋沿岸と東北道を繋ぐ横断軸

の強化、整備スケジュールの明確化

復興道路・復興支援道路
総 延 長550km

「復興の基本方針」
【東日本大震災復興対策本部】

復興期間は１０年間とし、被災地の一刻
も早い復旧・復興を目指す観点から、復
興需要が高まる当初の５年間を集中復
興期間と位置づける。

復興道路・復興支援道路

66km
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震災後は約５倍の整備スピード

○ 三陸沿岸道路の供用延長は、年平均で震災前は約４ｋｍであったが、震災後は約２１ｋｍと約５倍のスピードで整備。

三陸沿岸道路の供用延長
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1982年復興道路初開通
（松島大郷IC~松島北IC）

東日本大震災時
（129km開通）

年平均
約21km延伸

（10年で残り2/3）

（km）

年平均
約４km延伸
（約30年で1/3）

R3.12
（359km全線開通）

震災時点で開通している復興道路（三陸沿岸道路）の延長は約129ｋｍで、計画の36%（年平均約4km延伸）であったが、震災
後は、約５倍のスピード（年平均約２１ｋｍ）で残り２／３の区間を整備。

震災後は５倍の整備スピード

-11--20-

24

復興インフラの効果 〜全線開通〜
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道の駅
「いわて北三陸」

道の駅
「高田松原」

N

道の駅「やまだ」

道の駅
「さんさん南三陸」

工場立地支援
復興道路・復興支援道路沿線には、震災後11年で

工場が276件新規立地・約4,100億円の設備投資

観光活性化

R4GW 来場者最高記録更新

R5.4 開業R4.10 開業

R5.7 開業

復興道路・復興支援道路沿線に、道の駅が多数立地

横軸との連携
で

内陸部にも
立地増加

大和ハウス株式会社
HPより

花巻工業団地 岩手中部（金ケ崎）工業団地

R4.4 半導体大手の新工場着工 R4.9 大手物流施設が竣工

出典︓釜石市資料

釜石港の利用拡大
●コンテナ取扱量

⇒約40倍（R2/H23）
●利用企業数

⇒約15倍（R2/H23）

釜石港

道の駅「高田松原」 道の駅「やまだ」

道の駅「さんさん南三陸」 道の駅「いわて北三陸」

水産業支援

R3.11.30 水産品等の空輸実証事業開始
漁獲量が減少する中、水産加工品出荷額は震災前の水準まで回復

出典︓各年工業統計、
各年海面漁業生産統計調査
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水産食料品製造業の製造品出荷額 漁獲量

（千トン）（百億円）

縦軸・横軸のダブル活用により、
朝どれ名産品が昼すぎには関西で販売

花巻空港

②空港へ
11:00 締切
12:30 出発 宮古市

瓶ドン・ワカメ

釜石市

106

283

①朝に水揚げ・収穫

ウニ、甲子柿

③14:00
伊丹空港 到着

三陸沿岸道路沿線地域の
水産加工品出荷額と漁獲量

※沿線地域︓
岩手県（宮古市、大船渡市、久慈市、陸前高田市、
釜石市、大槌町、山田町、 岩泉町、 田野畑村、普
代村、野田村、洋野町）
宮城県（気仙沼市、南三陸町）

「整備」から「利活用」の段階へ

復興道路・復興支援道路利活用懇談会の立ち上げ

“整備促進”の組織体は、“利活用”のフェーズに移行

復興インフラの効果 〜開通後の沿線の状況〜
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約３０km/hアップ
（45 km/h→77 km/h）

＊仙台港北IC～八戸南IC

＊H22:国道45号→R4:三陸沿岸道路

旅行速度

約３割へ減少

（H22:約900件→R3:約270件）

＊三陸沿岸道路と国道45号の合計

交通事故
約３００件

＊三陸沿岸道路沿線（H23～R3）

工場の
新設・増設

約３,０００億円以上

＊三陸沿岸道路沿線（H23～R3）

新規の
設備投資

約３０倍以上

＊H22→R3

釜石港の
利用企業数

約３倍の差

＊岩手県全体との比較（H22→R3）

三陸沿岸の
教育旅行受入数

直接効果と波及効果

地方の高速道路の価値を再確認
 交通量は少なかったとしても、地域経済に大きな整備効果をもたらす
 企業立地場所の確保や豊富な観光資源など優位性（発展の伸びしろ）

○整備効果が低いとされた三陸沿岸道路は、全線開通から１年半が過ぎ、劇的な時間短縮や事故減少等の直接効果に加え、
企業立地推進や観光活性化などの波及効果を地域にもたらしている。

○都市部と比較して、地方部は企業立地場所の確保や豊富な観光資源など優位性があり、「発展の伸びしろ」が大きい。
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整備効果・波及効果



■ 東日本大震災以降、道路関係予算は復興関係予算と合せ３，０００億円前後で推移

■ 復興関係予算により、復興道路・復興支援道路を重点的に整備

■復興期間終了後、道路関係予算は震災前と同等１，５００億円弱で推移
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東北の直轄道路予算推移（当初）
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道路関係直轄予算の推移(東北地方整備局)
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16,277 

14,250 

11,737 11,663 11,562 11,362 
11,829 11,522 11,244 10,972 10,719 10,728 10,675 10,765 10,644 10,520 
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2,089 2,158 2,158 2,515 

2,684 
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※通常予算は、諸費等を除く（H20年度は、H21年度の諸費の割合と同割合として算出）
※東日本大震災復興・復旧に係る経費を除く

R2
補正

防災・減災、国土強靱化のための
３か年緊急対策（臨時・特別の措置）

防災・減災、国土強靱化のための
５か年加速化対策（億円）

14,513 14,487 14,447 14,430 14,402 14,540 14,620 14,848

H30
補正

R3
補正

14,870

維持修繕

改築費等

約1.71倍
（H20比）

約0.65倍
（H20比）

R1
当初

R2
当初

13,87713,72013,82113,826

16,612

18,836

R4
補正

14,893

道路関係直轄予算の推移(全国)

・政権交代8月

・政権交代12月

・H23年東日本大震災

・R2年7月豪雨

・R元年東日本台風
・H30年7月豪雨
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予算は横ばい



公共事業関係費の推移（政府全体）
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・H23年東日本大震災

・R2年7月豪雨

・H16年新潟中越地震

・R元年東日本台風

・H30年7月豪雨

・政権交代8月
・リーマン・ショック

・政権交代12月

財政の仕組みと役割（国税庁HP)より

令和5年度 歳出（公共事業関係費のみ）内訳
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令和5年度 国の歳出（公共事業関係費のみ）内訳

総額
６兆６００億円

≒６.1兆円
道路整備事業費

治山治水対策事業費

住宅都市環境整備事業費

農林水産基盤整備事業費

港湾空港鉄道等整備事業費

公園水道廃棄物処理等整備費
災害復旧等事業費

推進費

社会資本総合整備事業費



令和5年度 歳出の内訳（全体）

財政の仕組みと役割
（国税庁HP)より -28-

令和5年度 国の支出内訳（全体）

公共事業関係費

社会保障関係費

文教及び科学振興費

歳出総額

防衛関係費経済協力費

国債費

地方交付税

交付金

その他

一般歳出

・必要な支出１１４．４兆円に対して、収入は７８．８兆円。
・不足分を補うために、新規国債等(借金35.6兆円)を発行。

(建設国債 6.6兆円＋特例国債 29兆円＝35.6兆円)
・歳出は、「社会保障費」と「借金返済」で、全体の半分以上を占める。

【令和5年度の予算】

「これからの日本のために財政を考える」（財務省パンフレット）より抜粋

過去の借
金の返済 新たな借金 歳入総額歳出総額

収入は78.8兆円支出は114.4兆円
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令和5年度の国の予算(当初)



「これからの日本のために財政を考える」(財務省 R５.４)

H20

-30-

（歳出）
・社会保障費の増加（全体の1/3）

※年金、医療、介護、子育て等
（歳入）
・経済成長の停滞による税収の伸び悩み

不足を公債金（借金）に頼る状況が続いている。

歳出は、30年間で、
・社会保障費 ３．２倍
・国債の返済 １．８倍

日本の財政事情（歳入・歳出の推移）

公債金（新たな借金）６．4倍

○ 歴史的な転機ともなりうる場面であり、地球環境問題、国際平和秩序への挑戦、格差の固定化･拡大等が問題視されて いる。グローバルな経済
･金融環境も急速に変化。我が国は、経済の成長力の低下、少子高齢化の一層の深刻化、人口 減少下における地域社会の問題といった課題を
抱えている。安全保障上の有事、震災、感染症等の危機への備えも必要。 平時こそ財政を健全化し財政余力を確保することが不可欠。コロナ対策
により一層低下した財政余力の回復が急務。
○ コロナ禍を克服して平時に移行した後も、山積する諸課題への的確な対応が必要。一定の財政支出の拡大も必要となりう るが、その場合でも真
に必要な支出に絞り込み、また財源を適切に確保することが必要。
○グローバルな経済･金融環境が激変する中、我が国でも潮目は変化。財政に対する信認の低下が市場の攪乱要因となら ないよう、これまで以上
に注意が必要。
○これまで、拡張的な財政スタンスが成長力の強化につながってきたとは言い難く、財政支出は、単に需要喚起のために行う のではなく、必要性と
有効性を見極めてターゲットを絞るべき。規制改革等と相まって社会課題の解決に向けた道筋を示し、 民間の活力を引き出すことで、日本経済の
成長力強化につなげることが重要
○少子化対策の成否は、中長期的な日本経済の成長力や財政・社会保障の持続可能性に大きく影響する、国家の命運 を左右する取組であり、
真に効果的な対応が求められる。恒久的な施策には恒久的・安定的な財源の確保が必要。少子 化対策の財源負担をこれから生まれるこどもたち
の世代に先送りすることは本末転倒。全世代型社会保障の考え方に立ち、医 療・介護など社会保障分野の歳出改革を断行するとともに、企業を含
め、社会・経済の参加者全員が公平な立場で広く負担 する新たな枠組みを検討することが必要。歳出・歳入両面で、幅広い観点から検討を深めて
いくべき。
○少子化対策の効果が顕在化するには時間を要するため、当面、人口減少の進行を前提とした持続可能な地域社会・行 財政の在り方のデザイン
も不可欠。偏在性が小さい地方税体系の構築、社会インフラの維持管理や行政サービスの質向上に 向けた多角的な検討が必要
○グランドデザインに基づき全体を俯瞰するアプローチが有効であり、その上でスクラップ・アンド・ビルドの考え方を徹底し、優先 度の高い政策に
対して財政資金を重点投入するとともに、効果の低い既存予算の廃止・縮減を図るべき。全体最適の視点を 持って、社会課題の解決、成長力強化
、財政健全化の同時実現を追求していくことが必要。
○歴史的転機とも言える今、より良い経済社会を将来世代に残していくため、真摯な議論と実践が求められる。

財務省HP

歴史的転機における財政

歴史的転機における財政
（財政制度等審議会 令和5年5月）
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歴史的転機における財政



○高齢化の推移と人口推計

○地方部の高齢化の推移

○出生数と死亡数

○人口ピラミッドでみる年代別分布
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３．日本の人口の推移

日本の人口の推移

出典）内閣府（2023）「令和5年版高齢社会白書

54%59%

70%

29%

36%

（全国）

15%

高齢化率
（65歳以上人口割合）
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（20年後の予測）
・東北圏：約４０～５０％になる
・関東圏：現在の東北並に高齢化

出典）内閣府（2023）「令和5年版高齢社会白書

日本の人口の推移

29.0%（全国）

33～39% 40～50%

-34-

31～40%

自然増減数＝出生数－死亡数

出生数 死亡数

自然増減数

2005年（H17)あたりから減少の一途

統計ダッシュボード (https://dashboard.e-stat.go.jp/)のデータを引用

日本の人口の推移

-35-

https://dashboard.e-stat.go.jp/


バブル期百年前の日本

日本の人口の推移

（関東大震災の2年後）

統計ダッシュボード (https://dashboard.e-stat.go.jp/)のデータを引用
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日本の人口の推移

（６百万人×５０年＝年間延べ3億人） （６百万人×５０年）

バブル期バブル期の日本
（1990年代）

団塊の世代

団塊の世代ジュニア

統計ダッシュボード (https://dashboard.e-stat.go.jp/)のデータを引用
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https://dashboard.e-stat.go.jp/
https://dashboard.e-stat.go.jp/


日本の人口の推移

現在の日本
（令和年代）

団塊の世代ジュニア

団塊の世代

統計ダッシュボード (https://dashboard.e-stat.go.jp/)のデータを引用

（６百万人×５０年＝年間延べ3億人） （６百万人×５０年）
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日本の人口の推移

20年後の日本

（６百万人×５０年）
団塊の世代ジュニア

統計ダッシュボード (https://dashboard.e-stat.go.jp/)のデータを引用
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https://dashboard.e-stat.go.jp/
https://dashboard.e-stat.go.jp/


日本の人口の推移

（１０百万人×５０年＝年間延べ5億人）

（参 考）

現在のアメリカ

統計ダッシュボード (https://dashboard.e-stat.go.jp/)のデータを引用
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日本の人口の推移

現在の日本

統計ダッシュボード (https://dashboard.e-stat.go.jp/)のデータを引用 -41-

https://dashboard.e-stat.go.jp/
https://dashboard.e-stat.go.jp/


健康チェック

ちょっとブレーク

-42-

健康チェック

１．閉眼片足立ちテスト
２．30秒椅子立ち上がりテスト

43-



健康チェック（１）

（閉眼片足立ちテスト）

-44-

健康チェック（２）

１，２出典：中央労働災害防止協会、天理大学体育学部体力学研究室 中谷研究室
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閉眼片足立ちテスト （年代別平均値）

男性 女性
20代 ４４ ４２
30代 ３１ ３３
40代 ２２ ２２
50代 １４ １５
60代前半 ７ ８

後半
70代前半

後半
80代 -46-

生

産

年

齢

人

口

男性 女性
20代 ３０ ２６
30代 ２８ ２６
40代 ２７ ２５
50代 ２５ ２２
60代前半 ２３ ２１

後半 ２０ １９
70代前半 １８ １７

後半 １６ １５
80代 １５ １５

30秒立ち上がりテスト （年代別平均値）

-47-

生

産

年

齢

人

口
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４．少子高齢化社会にむけて

今後、どうすればいいのか？

①働く人を増やす

②仕事の効率化・生産性向上

③確実な施工による工事の安全確保

⇒就労年齢の拡大

-49-

⇒新技術の積極的な導入（DX、iCT)

⇒事故などのマイナス要素をつくらない

少子高齢化社会に向けて

現在の日本

６百万人×５０年＝年間延べ３億人

（令和年代）

統計ダッシュボード (https://dashboard.e-stat.go.jp/)のデータを引用

■就労年齢の拡大

６百万人×５０年＝３億人・年

-50-

https://dashboard.e-stat.go.jp/


少子高齢化社会に向けて

現在の日本

４百万人×７５年＝年間延べ３億人

（令和年代）

統計ダッシュボード (https://dashboard.e-stat.go.jp/)のデータを引用

■就労年齢の拡大

４百万人×７５年＝年間延べ３億人

-51-

５百万人×６０年＝年間延べ３億人

少子高齢化社会に向けて

現在の日本

６百万人×５０年＝年間延べ３億人

（令和年代）

統計ダッシュボード (https://dashboard.e-stat.go.jp/)のデータを引用

■就労年齢の拡大

６百万人×５０年＝延べ３億人

-52-

https://dashboard.e-stat.go.jp/
https://dashboard.e-stat.go.jp/


６百万人×５０年＝年間延べ３億人

人数

年代

１５歳

６４歳

■仕事の効率化・生産性向上

-53-

年間を通しての総仕事量（イメージ）

少子高齢化社会に向けて

少子高齢化社会に向けて

人数
質（価値）

年代

■仕事の効率化・生産性向上

-54-

年間を通しての総仕事量（イメージ）



少子高齢化に向けて

仕事の「質」が上がれば、これまでと同様に・・・・

■仕事の効率化・生産性向上

-55-

仕事の質の向上（イメージ）

仕事の効率化・生産性向上を図る

新技術の積極的な導入（DX、iCT)

復興道路（三陸沿岸自動車道）

に見る新技術

-56-

少子高齢化に向けて



復興道路で使われた新しい技術・育てた技術

61

○維持管理の低減として「
長寿命化」を目標に、建設
段階から品質確保や耐久
性の高い構造物の施工技
術を取り入れました。

○集中的な復興工事によ
る労働災害の防止、トンネ
ル工事災害防止を目的に
「安全性」の向上につなが
る技術を取り入れました。

○復興道路の性格上、早
期完成や工程短縮など「
生産性向上」を目的とした
新しい技術を取り入れまし
た。

○「東日本大震災」復興のリーディングプロジェクトとして、三陸沿岸道路「復
興道路」と横断軸「復興支援道路」の約550ｋｍの高速道路を10年で整備する
ことを決定。

○各現場では急ピッチで工事が進められ、想定外の現場条件や各種課題に
対して、各企業の技術力や新技術の活用等により事業推進が図られた。

○この間、様々な新技術の活用や新たな技術の開発・改良につながったこと。
さらには、これらの技術「長寿命化」，「生産性」，「安全性」は全国的に活用さ
れるなど標準的に使われる技術に育っています。

長寿命化生産性向上 安全性向上

R5.6.23時点

■新技術の積極的な導入（DX、iCT)

-57-

生産性向上

●復興道路の性質上、早期完成や施工効率向上に関する取り組みなど、生産性の高い工法が次々と採用。
●構造物では移動式型枠や鉄筋のプレハブ化など生産性の高い技術が、ガイドラインの先駆けとなっている。
●トンネルでは機械の大型化やシステム化の採用により、大断面掘削月進の日本記録が次々と塗り替えられた。
●現在では標準化となったUAV・3次元管理、ＩＣＴ技術は全国的に展開されている。

●UAV・3次元土工管理の先駆け

●写真技術による出来形管理の活用

●パネル式型枠工法による急速施工

●フルオートコンピュータジャンボの活用

●トンネル坑内ICT技術の先駆け

●昇降式移動型枠工法による工程短縮

●プレハブ鉄筋技術による生産性向上

復興道路で使われた新しい技術・育てた技術

●大型ワーゲンによる張出し架設
-58-



安全性向上

●集中的な復興工事による労働災害の防止、トンネル工事災害防止を目的に安全性向上につながる技術が採用。
●相次ぐトンネル工事災害を受け、「トンネル工事安全施工検討会」が開催され、災害防止の手順書を作成。
●切羽での災害防止として地質の引継ぎ方法の改善、重機接触防止、鏡吹きは「肌落ち防止ガイドライン」の先駆け。

●切羽プロジェクションマッピングの活用

●タブレットを使用した安全管理

●ロックボルト自動化機械化による省人化

●肌落ち防止としての「鏡吹付」の標準化

●トンネル災害防止のための手順作成

●重機接触防止の各種センサー技術活用●坑内接触防止ICT技術の活用

復興道路で使われた新しい技術・育てた技術

-59-

●復興道路では、長期保証制度の導入の他、道路構造物の長寿命化を目的に建設段階から各種の新技術が採用。
●コンクリート構造物では、産官学で品質確保の手引きが作成され、各種の新技術採用を後押し。
●鋼橋の錆処理ボルトが現在では標準化、高耐久PC桁の開発、覆工コンクリートの施工技術や養生技術開発が促進。

長寿命化

●フライアッシュの採用

●覆工コンクリートの自動化技術が促進

●部材の面取り処理技術は現在は標準的

●防錆処理ボルトの使用は現在は標準

●覆工コンクリートの養生技術の進展

●「高耐久ＰＣ桁」の開発

●床版施工技術・養生技術が促進

●産官学による品質確保の手引き作成

復興道路で使われた新しい技術・育てた技術

-60-



復興道路で使われた新しい技術・育てた技術

65

○維持管理の低減として「
長寿命化」を目標に、建設
段階から品質確保や耐久
性の高い構造物の施工技
術を取り入れました。

○集中的な復興工事によ
る労働災害の防止、トンネ
ル工事災害防止を目的に
「安全性」の向上につなが
る技術を取り入れました。

○復興道路の性格上、早
期完成や工程短縮など「
生産性向上」を目的とした
新しい技術を取り入れまし
た。

○「東日本大震災」復興のリーディングプロジェクトとして、三陸沿岸道路「復
興道路」と横断軸「復興支援道路」の約550ｋｍの高速道路を10年で整備する
ことを決定。

○各現場では急ピッチで工事が進められ、想定外の現場条件や各種課題に
対して、各企業の技術力や新技術の活用等により事業推進が図られた。

○この間、様々な新技術の活用や新たな技術の開発・改良につながったこと。
さらには、これらの技術「長寿命化」，「生産性」，「安全性」は全国的に活用さ
れるなど標準的に使われる技術に育っています。

長寿命化生産性向上 安全性向上

R5.6.23時点

■新技術の積極的な導入（DX、iCT)

・事故は、ひとたび起こすと、

人材の損失

時間の損失

費用の損失

確実な施工による安全性の確保（事故０）

⇒大きな損失につながる
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少子高齢化に向けて

・事故を起こさないために ⇒基本的なことですが

施工計画・作業手順（事前調査と綿密な計画）

周知徹底 （安全教育、TBM、KYK)

明るい現場 （伝わる現場）

確実な施工。無事故で完成。



おわりに

仕事の質の向上には、

・自分自身の健康がまず第一。

・人と人のコミュニケーション。

・新しいことにチャレンジ。

ご静聴ありがとうございました。

本資料の無断利用、転載はご遠慮ください


